
別記第15号様式附表1

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月

補助事業手続等スケジュール

１　交付決定 ●

２　事業期間

３　実績報告書案提出 ●

４　最終検査資料提出 ●

５　最終検査

（例）

ア）××に関する実証

1 ××の調査

2 ××サービスの構築

2-1 ××システム

2-2 ××システム

イ）××に関する実証

3 ××の実証

3-1 ××の調査

3-2 ××の検証

4 成果報告書の取りまとめ

合計 0

事　　業　　工　　程　　表

※２　枚数制限なし。

令和○年
業務項目

事業費

（千円）

※１　事業費は消費税込みの金額を記入すること。

令和○年



別記第17号様式

（１）収入

区分 予算額（円） 予算の算出根拠等（単価・数量等）

※道交付金、自己資金など

合計 0

（２）支出

区分 予算額（円） 予算の算出根拠等（単価・数量等）

例１）報償費 例１）○○講習会講師謝金　○円×○回＝○円

例２）旅費 例２）○○講習会講師旅費　○円×○回＝○円

合計 0

※収入の合計額と支出の合計額が同額になります。

収　　支　　予　　算　　書



別記第18号様式（団体の目的等についての確認書） 

 

年  月  日 

  

総合振興局・振興局長  様 

 

住所 

氏名 

 

 

 

 

当該団体及び構成員、関係団体については、次のいずれの項目にも該当することを確認いたし

ました。 

 

１ 北海道内に事業所（本社、支社、営業所等）を有していること。 

２ 風俗営業所等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23 年法律第 122 号）第 2 条に定

める風俗営業、性風俗関連特殊営業又は接客業務受託営業を営むものでないこと。 

３ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号。以下「暴

対法」という。）第 2 条第 2 号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）ではないこと。 

  なお、個人事業主の場合は暴力団員（暴対法第 2 条第 6 号に定める暴力団員をいう。以下同

じ。）ではないこと。 

４ 暴力団若しくは暴力団員の利益につながる活動を行い、又は暴力団若しくは暴力団員と密接

な関係を有する者でないこと。 

 

法人にあっては、主たる事務所の所在地及び

名称並びに代表者の氏名 

○印  



別記第19号様式 

コンソーシアム協定書（案） 

（目 的） 

第１条 本協定は、コンソーシアムを設立して、○○○○事業を効率的に営み、優れた成果を達成すること

を目的とする。 

 

（名 称） 

第２条 本協定に基づき設立するコンソーシアムは、「○○○○○○」コンソーシアム（以下、「本コンソ

ーシアム」という。）と称する。 

 

（構成員の住所及び名称） 

第３条 本コンソーシアムの構成員は、次のとおりとする。 

（１）北海道○○市○○町○○ 

○○○○ 

（２）北海道○○市○○町○○ 

○○○○ 

（３）北海道○○市○○町○○ 

○○○○ 

（４）北海道○○市○○町○○ 

○○○○ 

 

（幹事企業及び代表者） 

第４条 本コンソーシアムの幹事企業は、○○○○とする。 

２ 本コンソーシアムの幹事企業を本コンソーシアムの代表者とする。 

 

（代表者の権限） 

第５条 本コンソーシアムの代表者は、本事業に関し、本コンソーシアムを代表して発注者と折衝する権限

並びに本コンソーシアムの名義をもって補助金の請求、受領及び本コンソーシアムに属する財産を管

理する権限を有するものとする。 

 

（構成員の連帯責任） 

第６条 本コンソーシアムは、それぞれの分担に係る進捗を図り、本事業の執行に関して連帯して責任を負

うものとする。 

 

（分担受託額） 

第７条 各構成員の事業の分担は、次のとおりとする。ただし、分担事業の一部に変更があったときは、そ

れに応じて分担の変更があるものとする。 

２ 前項に規定する分担額は、北海道に通知する。事業内容が変更されたときも同様とする。 

（構成員名）（○○○○業務） 



（構成員名）（○○○○業務） 

（構成員名）（○○○○業務） 

（構成員名）（○○○○業務） 

（運営委員会） 

第８条 本コンソーシアムは、構成員全員をもって運営委員会を設け、本事業の運営にあたるものとする。 

 

（事業処理責任者） 

第９条 本コンソーシアムはその構成員の中から、本事業に関する事業処理責任者を選出し、本事業に係わ

る指揮監督権を一任する。 

 

（事業担当責任者及び事業従事者） 

第１０条 本コンソーシアムの各構成員の代表者は、事業処理責任者の下で本事業に従事する事業担当責任

者及び事業従事者を指名する。 

 

（取引金融機関） 

第１１条 本コンソーシアムの取引金融機関は、○○銀行○○支店とし、本コンソーシアムの代表者の名義

により設けられた預金口座によって取引するものとする。 

 

（構成員の個別責任） 

第１２条 本コンソーシアムの構成員がその分担に係る本事業の執行に関し、当該構成員の責めに帰すべき

事由により発注者又は第三者に損害を与えた場合は、当該構成員がこれを負担するものとする。 

 

（権利義務の譲渡の制限） 

第１３条 この協定書に基づく権利義務は、他人に譲渡することができない。 

 

（事業途中における構成員の脱退） 

第１４条 構成員は、本コンソーシアムが事業を完了する日までは脱退することができない。 

 

（事業途中における構成員の破産又は解散に対する措置） 

第１５条 構成員のうちいずれかが事業途中において破産又は解散した場合においては、残存構成員が共同

連帯して当該構成員の分担事業を完了するものとする。 

 

（解散後の契約不適合責任） 

第１６条 本コンソーシアムが解散した後においても、本事業につき契約不適合があったときは、その分担

に係る構成員がその責を負うものとする。 

 

（会計帳簿等の保存） 

第１７条 本事業に関する会計帳簿等の関係書類は、本事業が完了した日の属する年度の終了後、５年間、

各構成員が保存するものとする。 

 



（協定書に定めのない事項） 

第１８条 この協定書に定めのない事項については、各構成員の協議により定めるものとする。 

 

（管轄裁判所） 

第１９条 本協定の紛争については、○○地方裁判所を第一審の管轄裁判所とする。 

 

代表者幹事企業○○○○外○社は、上記のとおり本コンソーシアム協定を締結したので、その証として本

正本○通及び副本１通を作成し、各構成員が記名押印の上、正本については構成員が各１通を保有し、副本

については委託契約書に添えて発注者に提出する。 

 

令和 年 月 日 

代表者 （所在地） 

（名 称） 

（代表者）                 印 

 

構成員 （所在地） 

（名 称） 

（代表者）                 印 

 

構成員 （所在地） 

（名 称） 

（代表者）                 印 

 

構成員 （所在地） 

（名 称） 

（代表者）                 印 

 

 

  



コンソーシアム協定書第７条に基づく協定書 

 

○○総合振興局が交付する下記事業については、コンソーシアム協定書第７条の規定により、本コンソー

シアム構成員が分担する受託額を次のとおり定める。 

 

記 

 

１ 事業名 ○○○○○○事業 

２ 分担事業額（消費税及び地方消費税の額を含む） 

（構成員）          円 

（構成員）          円 

（構成員）          円 

（構成員）          円 

 

代表者幹事企業○○○○外○社は、上記のとおり分担受託額を定めたので、その証拠としてこの協定書正

本○通及び副本１通を作成し、各構成員が記名押印の上、正本については構成員が各１通を保有し、副本に

ついては委託契約書に添えて発注者に提出する。 

 

令和 年 月 日 

 

代表者 所在地 

名 称 

代表者 

 

構成員 所在地 

名 称 

代表者 

 

構成員 所在地 

名 称 

代表者 

 

構成員 所在地 

名 称 

代表者 

 

 

 

 



委     任     状 

 

                      

私は、（代理人の住所、氏名）を代理人と定め、○○○○事業に関し、○○総合振興局と折衝

する権限並びに本コンソーシアムの名義をもって交付金の請求、受領及び本コンソーシアムに属

する財産を管理する権限を委任します。   

                                                                                                                                                                              

年  月  日 

                                                                                                          

 （所在地） 

委任者（名 称） 

（代表者）                 印 

 

（所在地） 

委任者（名 称） 

（代表者）                 印 

 

 （所在地） 

委任者（名 称） 

（代表者）                 印 

 

※連名でなく、各構成員から個別の委任状を出すかたちでも構いません。 

 

  総合振興局・振興局長 様 



別記第 20号様式 

 

誓  約  書 
 

 

総合振興局・振興局長  様 

 

 

 私は、北海道が実施する「地域づくり総合交付金（地域づくり推進事業）」の

応募に当たり、暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平

成３年法律第 77号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下同じ。））又は暴力

団関係事業者（暴力団員が実質的に経営を支配する事業者その他同条第２号に

規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する事業者をいう。）に該当しな

い者であるとともに、今後、これらの者とならないことを宣言します。 

 

 

 上記誓約に反することが明らかになった場合は、事業の応募について制限さ

れても異存ありません。 

 

 また、上記の誓約の内容を確認するため、北海道が官公署に照会を行うことに

ついて承諾します。 

 

 

 令和  年  月  日 

 

 

              所在地 郵便番号 

 

              商号又は名称 

 

          代表者                  

担当者氏名 

連絡先 



別記第30号様式 

   年度 地域づくり総合交付金 交付申請書 

  年  月  日   

北海道〇〇総合振興局長・振興局長 様 

申請者 住 所                

氏 名（法人の場合は、法人の
名称及び代表者の氏名）     

 事業名              

  上記の事業に関し地域づくり総合交付金の交付を受けたいので、関係書類を添えて申

請します。 

記 

 １ 事業の目的及び事業計画（事業の内容） 

 

 

２ 事業実施により見込まれる効果 

 

 

３ 事業の着手及び完了の予定期日 

    着 手              年  月  日 

    完 了              年  月  日 

 ４ 地域づくり総合交付金交付申請額   金     円 

５ 申請者の概要 

   設立年月日            年  月  日 

   申請者の営む主な事業 

６ 備考 

 

 

本件責任者  氏名・連絡先 

担 当 者  氏名・連絡先 

 

注 １ 「１ 事業の目的及び事業計画（事業の内容）」及び「２ 事業実施により見

込まれる効果」については、詳細かつ具体的に記載すること。 

２ 別途事業計画書（別記第31号様式から第35号様式）を提出する場合は、「１ 

事業の目的及び事業計画（事業の内容）」を「１ 事業の目的及び内容」に書き

換えて使用すること。 

３ 事業主体が地方公共団体であるときは、「５ 申請者の概要」は削除し、「６ 

備考」を「５ 備考」に書き換えて使用すること。 

４ 地域づくり総合交付金の交付を受けようとする者が法人以外の団体の場合にあ

っては、その運営の状況を「６ 備考」に記載すること。 

５ 押印する場合は、本件責任者等の記載を要しないこと。 



別記第31号様式 

 

大会等の開催事業に係る事業計画（実 績）書 

名 称  

開 催 年 月 日  

開 催 場 所  

参加対象範囲及び

参加（予定）人数 
 

大 会 等 の 

内 容 
 

備 考  

注 １ 大会等の内容については詳細かつ具体的に記載すること。 

２ この様式には、当該大会等を主催する団体（法人を除く。）の構成員（役員）

名簿を添付すること。 



別記第32号様式 

 

設備整備事業等に係る事業計画（実績）書 

取得物件の名称 規格・型式 数量 
設置又は使用
箇所 

設置等のための工事
等の概要及び工期 

維持管理等に
関する事項 

当該物件を必要と
する理由 

備 考 

        

        

        

注 １ 取得物件の機種等を指定する必要があるときは、当該機種等及び製作会社名を「備考」欄に記載すること。 

２ 工事等を必要とする場合は、当該工事等の設計図書（実績報告の場合は、完成図面）を添付すること。 

３ 実績報告の場合は、物件の購入又は設置等のための工事等に係る契約書及び検査調書の写しを添付するとともに「備考」

欄に納入し、又は施行した業者名を記載すること。 

４ 「当該物件を必要とする理由」欄は、詳細かつ具体的に記載すること。 

５ 実績報告の場合は、「当該物件を必要とする理由」欄は削除して使用すること。 



別記第33号様式 

 

不動産取得の事業に係る事業計画（実績）書 

不 動
産 の
種 別 

所 在 地 数量 所 有 権 者 の 
住 所 氏 名 

取得価格 備考 

単 価 金 額 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   
        
        
   

円 円 
 

       

       

合 計       

 

注 １ 「不動産の種別」欄には、土地（地目を付記する。）、建物、立木竹等の別を記

載すること。 

２ 「数量」欄には、取得する不動産の総面積、総本数等を記載し、その単位呼称

を付記すること。 

３ 取得する不動産が建物その他の工作物であるときは、その構造、面積、階数、

建設年次等の概要を「備考」欄に記載するとともに、関係図面を添付すること。 

４ 取得する不動産につき所有権以外の権利が存在するときは、その権利の名称及

び権利者の住所氏名並びに当該権利の消滅のための予定措置（実績報告の場合は、

措置状況の概要及びその結果）を記載した書面を添付すること。 

５ 実績報告の場合は、当該不動産に係る譲渡契約書の写し及び登記事項証明書

（未登記の場合は、嘱託書の写し）を添付すること。 



別記第34号様式 

 

施設整備事業に係る事業計画（実績）書 

施設（建築物）の
設置主体（者） 

 
施設利用対象地域名
及びその規模 

施設（建築物）の
名称 

 
 

施設（建築物）の
設置場所 

 

敷地面積及びその
権利関係 

面 積 権利の名称 権 利 者 の 住 所 氏 名 

㎡   

  

  

構 造  工事種別  

規 
 
 

模 

階 数 階 
施行の
方 法 

直営・請負 工 期  

 既 存 の 面 積 
今回の事業施行
による面積 

合       計 

建 築 面 積 ㎡ ㎡ ㎡ 

延 べ 面 積 ㎡ ㎡ ㎡ 

階 
別 

面 

積 

階 別 階 階 階 階 階 計 

既存の面積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 

今回の事業施
行による面積 

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 

計 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 

用 

途 

別 

面 

積 

用 途       

既存の面積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 

今回の事業施
行による面積 

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 

計 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 

備 考  

 

  

 



注１ 申請の場合は、次の書類を添付すること。 

(１) 敷地を取得する必要がある場合（当該土地の取得に要する経費が交付の対象と

なっている場合を除く。）は当該土地に係る譲渡契約書の写し又は所有権者の譲渡

確約書の写し、借り上げる場合は貸借契約書の写し又は所有権者の貸付確約書の写

し 

(２) 借地上の建築物を増改築する場合は、土地所有権者の承諾書の写し 

(３) 工事設計図書 

２ 実績報告の場合は、次の書類を添付すること。 

(１) 申請時に敷地に係る譲渡確約書の写し又は貸付確約書の写しを提出している場

合は、譲渡契約書の写し又は貸借契約書の写し 

(２) 工事を請負に付したときは、請負契約書の写し及び検査調書の写し 

(３) 完成図面及び完成写真 

(４) 道の会計年度が終了したため実績報告をする場合は、３月末日現在におけるで

き形を記載した書類及びでき形写真 



別記第35号様式 

 

その他の整備事業に係る事業計画（実績）書 

計画 
番号 

事業主体 区 分 施 行 箇 所 施 行 規 模 工 事 費 施 工 方 法 工期 工事の概要 備 考 

      
円 

 
 

    

           

           

 注 １ 「計画番号」欄には、当該事業に係る年度間の一連番号を記載すること。 

   ２ 「区分」欄には、当該事業における細分された事業名等を記載すること。 

   ３ 「施行箇所」欄は、なるべく詳細に記載すること。 

   ４ 「施行方法」欄には、当該事業に係る工事の施行方法（直営・請負の別）を記載すること。 

   ５ 申請の場合は、設計図書を添付すること。 

   ６ 実績報告の場合は、次の書類を添付すること。 

    (１) 工事の施行を請負の方法によった場合は、請負契約書の写し、検査調書の写し及び完成写真 

    (２) 道の会計年度が終了したため実績報告をする場合は、３月末日現在におけるでき形を記載した書類及びでき形写真 



別記第36号様式 

 

事業計画（実績）、交付金交付申請額算出及び経費の配分調書（小規模土地改良事業） 

事業名   

地区名 費  目 工 種 

 総   量   前年度まで  本      年      度 翌年度以降 

備     考 
事業量 事業費 事業量 事業費 事業量 事業費 交付金 

交
付
率 

交付金以外の財源 
事業量 事業費 

市町村 

費 

土地改良区 

その他 

 

    円  円  円 円 ％ 円 円 円  円 

面    積 

水 田    ha 

畑 地    ha 

その他    ha 

 計     ha 

 

施 行 年 度      

   年度 

～ 

   年度 

 

工   期 

 年  月 

～ 

 年  月 

 

予定管理者 

 

所 在 地 

（市町村名） 

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

工事雑費          

小  計               

事 務 費               

計               



 注１ この様式は、地域づくり総合交付金事業（地域づくり推進事業・地域産業基盤整備事業・小規模土地改良事業）に要する経

費に係る交付金の交付を申請し、又は当該交付金に関し実績報告をする場合に使用すること。 

  ２ 「費目」欄には、工事費の内訳（純工事費、測量及び試験費、船舶及び機械器具費、用地費及び補償費、換地費、全体実施

設計費、工事雑費等）及び事務費を記載すること。 

  ３ 「工種」欄には、農業用用排水施設、暗きょ排水、農道、客土、区画整理、農地造成、営農用水、農地保全施設等を記載す

ること。 

  ４ 「備考」欄の面積の水田、畑地又はその他には、当該地区のそれぞれの受益面積を記載すること。 

  ５ 「備考」欄の施行年度には、当該地区が事業に着手した年度及び事業の完了を予定している年度を記載すること。 

   なお、全体実施設計期間があるものにあっては、上段にその年度を括弧書きで記載すること。 

  ６ 「備考」欄の工期には、当該年度の工事の着手及び完成の予定年月（実績報告の場合は、着手及び完成の年月）を記載する

こと。 

  ７ 「備考」欄の予定管理者には、当該事業によって造成される施設の予定管理者を記載すること。 

  ８ 「備考」欄には、事業主体ごとに、消費税仕入控除税額について、これを減額した場合には「減額した金額  円」と、同

税額がない場合には「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には「含む税額」とそれぞれ記載すること。 

  ９ 交付事業の内容の変更、経費の配分の変更等の承認申請（以下「交付事業変更承認申請」という。）の場合は、変更前の事

業量及び事業費を下段に括弧書きで記載すること。 

    なお、実績報告の場合で、最終の交付事業変更承認申請と事業費が異なる場合には、当該最終交付事業変更承認申請の事業

費を下段に括弧書きで記載すること。 

  10 交付金の交付申請の場合には実施設計書、交付事業変更承認申請の場合には変更実施設計書、実績報告の場合には出来高設

計書を添付すること。 



総政第37号様式その１ 

 

事業計画（実績）書（小規模林道整備事業） 

 

事 業 名  箇所番号  

施 行 位 置 
      市      町字 

      郡      村字 

施 行 方 法   請負・直営 

既 設 林 道 林道の種類  幅 員  延長  

交付事業費 円 
交付金 円  

施行者負担金 円  

事 業 内 容 

開設事業 
幅 員 ｍ 

延 長 ｍ 

改良事業 

舗装事業 

災害復旧事業 

用排水施設事業 

用地整備事業 

森林整備事業 

特認事業 

事 

業 

内 

容 

事業の種類  

工種又は構造  

幅員 ｍ 橋幅   ｍ 

延長・面積 

カ所 

ｍ 

ｍ3 

橋長   ｍ 

事
業
施
行
に
よ
る
予
定
効
果 

区 分 民 有 林 国 有 林  合  計 

面

積 

計     

針葉樹     

広葉樹     

蓄

積 

計     

針葉樹     

広葉樹     

 注 この様式は、地域づくり総合交付金事業（地域づくり推進事業・地域産業基盤整備

事業・小規模林道整備事業）の交付金の交付を申請し、及び当該交付金に関し、実績

報告をする場合に使用すること。 



別記第37号様式その２ 

 

生産林道整備事業計画（実績）書 

１ 事業計画内容 

路 線 名 施行箇所 全体計画 当年度施行予定 備 考 
延長 幅員 事業費 延長 幅員 事業費 

  ｍ ｍ 千円 ｍ ｍ 千円  

         

         

         

 

２ 利用対象森林の現況 

路線名 
面    積 蓄    積 森林所

有者数 

制 限 林 

人工林 天然林 計 針葉樹 広葉樹 計 有無 種 類 

 ha ha ha ｍ3 ｍ3 ｍ3 名   

          

          

          

 

３ 今後５年間の利用計画 

路 線 名 伐 採 量 
人工造林

面積   

人工林間

伐 面 積 

保育延べ

面積   
備       考 

 ｍ3 ha ha ha  

      

 注 この様式は、地域づくり総合交付金事業（地域づくり推進事業・地域産業基盤整備

事業・小規模林道整備事業/生産林道整備事業）の交付金の交付を申請し、及び当該

交付金に関し、実績報告をする場合に使用すること。 

 



別記第38号様式 

 

事 業 計 画 （ 実 績 ） 書                       （船 揚 場 整 備 事 業） 

事
業
種
目 

事
業
主
体 

事
業
実
施
箇
所 

管
理
主
体 

受
益
戸
数 

事 

業 

量 

規 
 

格 

単 
 

価 

事 

業 

費 

負      担      区      分 
対
象
水
族 

備 
 

考 

道    費 市 町 村 費       漁業協同組合 そ  の  他 

金額 割合 金額 割合 金額 割合 金額 割合 

    戸   円 円 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％   

                   

                   

                   

                   

 注 １ この様式は、地域づくり総合交付金事業（地域づくり推進事業・地域産業基盤整備事業・船揚場整備事業）に要する経費

に係る交付金の交付を申請し、又は当該交付金に関し実績報告をする場合に使用すること。 

   ２ 「事業主体」及び「管理主体」（事業完了後における当該施設の管理責任主体）欄には、具体的に「○○市町村」、「○○

漁協」等と記載すること。 

   ３ 「事業費」欄には、上段に総事業費（負担区分の合計）を括弧書きし、下段に交付対象事業費を記載すること。 

   ４ 「単価」欄には、総事業費を事業量で除して得た数値の小数点以下１位を四捨五入した数値を記載すること。建物に機械

が附属する場合等は、建物単価と機械（一式）に区分して記載すること。 

   ５ 「負担区分」中「割合」欄には、交付対象事業費に対する割合を小数点以下２位まで算出し、小数点以下２位を四捨五入

した数値を記載すること。 

   ６ この様式には、次の書類等を添付すること。 

    (１) 申請の場合   実施設計書 

    (２) 実績報告の場合 精算書、事業の完了を証する写真及び契約書の写し 



別記第45号様式その１ 

 

地域づくり総合交付金 交付申請額算出調書（ソフト事業） 

区 分 

交付事業に要す 

る経費 

交付 

対象 

経費 

 

 

 

 Ｂ 

寄付金 

 

 

 

 

 

  Ｃ 

差引所 

要額  

 

（Ｂ－ 

Ｃ） 

 

  Ｄ 

交付 

基本 

額  

 

 

 

  Ｅ 

交付 

率  

 

 

 

 

  Ｆ 

交付金 

交付申 

請額  

（Ｅ× 

Ｆ） 

 

  Ｇ 

備 
 
 
 
 

考 

単価 数量 

 
 

金額 
 

 Ａ 

 円  円 円 円 円 円  円  

           

           

           

合 計           

注 １ 「区分」欄には、事業の名称（必要があるときは、細分された項目等当該交付

事業において区分すべきこととされている事項）を記載すること。 

２ 「交付事業に要する経費」欄には、当該交付事業に係る経費の総額を記載する

ものとし、「単価」、「数量」欄が不用のときは斜線で抹消すること。 

３ 「交付対象経費」欄には、当該交付事業のうち、交付の対象となる部分に係る

経費の額を記載すること。 

４ 「寄附金」欄には、市町村、一部事務組合、広域連合が実施する事業において、

交付対象経費に使途を限定して得た寄附金がある場合に記載すること。 

５ 「交付基本額」欄には、当該交付金の算出の基礎となるべき額を記載すること。 



別記第45号様式その２ 

 

地域づくり総合交付金交付金 交付申請額算出調書（ソフト事業：まち・ひと・しごと創生寄附活用事業） 

区 分 

交付事業に要す 

る経費 
交付 

対象 

経費 

 

 

 

 

 Ｂ 

寄付金 

 

 

 

 

 

 

  Ｃ 

差引所 

要額  

 

（Ｂ－ 

Ｃ） 

 

 

  Ｄ 

交付 

基本 

額  

 

 

 

 

  Ｅ 

交付 

率  

 

 

 

 

 

  Ｆ 

交付金 

算定額  

（Ｅ× 

Ｆ） 

 

 

  Ｇ 

法人から

受ける予

定寄附金

額   

 

   

   Ｈ 

(Ｅ－Ｈ) 

 

 

 

 

 

 Ｉ 

交付金

交付申

請額 

(ＧとＩ

のいず

れか低

い額) 

  Ｊ 

備 
 
 
 
 

考 

単価 数量 

 
 

金額 
 

 Ａ 

 円  円 円 円 円 円  円    円    円    円  

              

              

              

合 計              

注 １ この様式は、地域づくり総合交付金の交付を申請する事業が、まち・ひと・しごと創生寄附活用事業であ       

る場合に使用すること。 

２ 「区分」欄には、事業の名称（必要があるときは、細分された項目等当該交付事業において区分すべきこ       

    ととされている事項）を記載すること。 

３ 「交付事業に要する経費」欄には、当該交付事業に係る経費の総額を記載するものとし、「単価」、「数量」      

    欄が不用のときは斜線で抹消すること。 

４ 「交付対象経費」欄には、当該交付事業のうち、交付の対象となる部分に係る経費の額を記載すること。 

５ 「寄附金」欄には、市町村、一部事務組合、広域連合が実施する事業において、交付対象経費に使途を限定      

    して得た寄附金がある場合に記載すること。ただし、７の「法人から受ける予定寄附金額」を除く。 

６ 「交付基本額」欄には、当該交付金の算出の基礎となるべき額を記載すること。 

７ 「法人から受ける予定寄附金額」欄には、当該まち・ひと・しごと創生寄附活用事業を実施するために法人 

から受ける寄附金（交付対象経費に係る分）の予定金額を記載すること。 



別記第45号様式その３ 

 

地域づくり総合交付金 交付申請額算出調書（ソフト事業：地方創生推進交付金事業（先駆タイプ）関連事業） 

区 分 

交付事業に要す 

る経費 
交付 

対象 

経費 

 

 

 

 

 Ｂ 

寄付金 

 

 

 

 

 

 

  Ｃ 

差引所 

要額  

 

（Ｂ－ 

Ｃ） 

 

 

  Ｄ 

交付 

基本 

額  

 

 

 

 

  Ｅ 

交付 

率  

 

 

 

 

 

  Ｆ 

交付金 

(通常

分)  

（Ｅ× 

Ｆ） 

 

 

  Ｇ 

地方創

生推進

交付金

交付額 

× 

１／10 

   

   Ｈ 

Ｇ 

× 

１／２ 

 

 

 

 

    Ｉ 

交付金

(加算

額） 

(ＨとＩ

のいず

れか低

い額) 

  Ｊ 

交付金

交付申

請額 

（Ｇ＋

Ｊ） 

 

 

  Ｋ 

備 
 
 
 
 

考 

単価 数量 

 
 

金額 
 

 Ａ 

 円  円 円 円 円 円  円    円    円    円 円  

               

               

               

合 計               

注 １ この様式は、地域づくり総合交付金の交付を申請する事業が、地方創生推進交付金事業（先駆タイプ）の関連事    

業である場合に使用すること。                                         

２ 「区分」欄には、事業の名称（必要があるときは、細分された項目等当該交付事業において区分すべきこととさ    

れている事項）を記載すること。 

３ 「交付事業に要する経費」欄には、当該交付事業に係る経費の総額を記載するものとし、「単価」、「数量」欄が 

不用のときは斜線で抹消すること。 

４ 「交付対象経費」欄には、当該交付事業のうち、交付の対象となる部分に係る経費の額を記載すること。 

５ 「寄附金」欄には、市町村、一部事務組合、広域連合が実施する事業において、交付対象経費に使途を限定して 

得た寄附金がある場合に記載すること。 

６ 「交付基本額」欄には、当該交付金の算出の基礎となるべき額を記載すること。                 

   ７ 「地方創生推進交付金交付額」欄には、地方創生推進交付金（先駆タイプ）の交付決定額に10分の１を乗じて得 

た額を記載すること。 

 



別記第45号様式その4 

 

地域づくり総合交付金 交付申請額算出調書 

（ソフト事業：まち・ひと・しごと創生寄附活用事業兼地方創生推進交付金事業（先駆タイプ）関連事業） 

区 分 

交付事業に要す 

る経費 
交付 

対象 

経費 

 

 

 

 

 Ｂ 

寄付金 

 

 

 

 

 

 

  Ｃ 

差引所 

要額  

 

（Ｂ－ 

Ｃ） 

 

 

  Ｄ 

交付 

基本 

額  

 

 

 

 

  Ｅ 

交付 

率  

 

 

 

 

 

  Ｆ 

交付金 

(通常

分)  

（Ｅ× 

Ｆ） 

 

 

  Ｇ 

地方創

生推進

交付金

交付額 

× 

１／10 

   

   Ｈ 

Ｇ 

× 

１／２ 

 

 

 

 

    Ｉ 

交付金

(加算

額） 

(ＨとＩ

のいず

れか低

い額) 

  Ｊ 

交付金

( 通 常

分＋加

算分) 

（Ｇ＋

Ｊ） 

 

  Ｋ 

法人か

ら受け

る予定

寄附金

額 

 

 

  Ｌ 

(Ｅ－Ｌ) 

 

 

 

 

 

 

  Ｍ 

交付金

交付申

請額   

(ＫとＭ

のいず

れか低

い額) 

  Ｎ 

備 
 
 
 
 

考 

単価 数量 

 
 

金額 
 

 Ａ 

 円  円 円 円 円 円  円    円    円    円 円 円 円 円  

                  

                  

                  

合 計                  

注 １ この様式は、地域づくり総合交付金の交付を申請する事業が、まち・ひと・しごと創生寄附活用事業であり、かつ地方創生推進交付金事

業（先駆タイプ）の関連事業である場合に使用すること。                                    

２ 「区分」欄には、事業の名称（必要があるときは、細分された項目等当該交付事業において区分すべきこととされている事項）を記載す

ること。 

３ 「交付事業に要する経費」欄には、当該交付事業に係る経費の総額を記載するものとし、「単価」、「数量」欄が不用のときは斜線で抹消す

ること。 

４ 「交付対象経費」欄には、当該交付事業のうち、交付の対象となる部分に係る経費の額を記載すること。 

５ 「寄附金」欄には、市町村、一部事務組合、広域連合が実施する事業において、交付対象経費に使途を限定して得た寄附金がある場合に

記載すること。ただし、８の「法人から受ける予定寄附金額」を除く。 

６ 「交付基本額」欄には、当該交付金の算出の基礎となるべき額を記載すること。    

７ 「地方創生推進交付金交付額」欄には、地方創生推進交付金（先駆タイプ）の交付決定額に10分の１を乗じて得た額を記載すること。 

８ 「法人から受ける予定寄附金額」欄には、当該まち・ひと・しごと創生寄附活用事業を実施するために法人から受ける寄附金（交付対象 

経費に係る分）の予定金額を記載すること。 


